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法人の登録、駐車監視員資格者証の交付等に関する事務処理要領の一部改正に

ついて（通達）

法人の登録、駐車監視員資格者証の交付等に関する事務処理要領については 「法、

人の登録 駐車監視員資格者証の交付等に関する事務処理要領の一部改正について 通、 （

達 （平成２８年６月２１日付け宮本指第７０１号）により実施してきたところであ）」

るが、この度、法人の登録、駐車監視員資格者証の交付等に関する事務処理要領（以

下「要領」という ）の一部を改正したので通達する。。

なお、これに伴い、前記通達は廃止する。

記

１ 改正の理由

成年被後見人等の権利の制限に係る措置の適正化等を図るための関係法律の整備

に関する法律（令和元年法律第３７号）の公布に伴い、道路交通法（昭和３５年法

律第１０５号）及び確認事務の委託の手続等に関する規則（平成１６年国家公安委

員会規則第２３号）が改正されたことから、関係様式を改めたものである。

２ 改正の要点

⑴ 成年被後見人及び被保佐人に関する事項の削除等

ア 要領第３－１－⑵－イ－(ｱ)及び第１２－１－⑵－イ中「戸籍謄本又は戸籍

抄本」を「住民票の写し（住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）第７条

第５号に規定する事項（外国人にあっては、同法第３０条の４５に規定する国

籍等）が記載されたものに限る 」に改めた。。）

イ 誓約書（別記様式第３号）中成年被後見人及び被保佐人に関する事項を削除

した。

⑵ 文言の整理等

文言の整理等所要の整備を行った。

３ 施行期日

令和元年１２月１４日



別添

法人の登録、駐車監視員資格者証の交付等に関する事務処理要領

第１ 趣旨

、 （ 。 「 」 。）この要領は 道路交通法 昭和３５年法律第１０５号 以下 道交法 という

第５１条の８の規定に基づく法人の登録、道交法第５１条の１３の規定に基づく駐

車監視員資格者証の交付等その他確認事務の委託に関する事務処理について、必要

な事項を定めるものとする。

第２ 準拠

前記第１の法人の登録、駐車監視員資格者証の交付等に関する事務処理について

は、道交法、確認事務の委託の手続等に関する規則（平成１６年国家公安委員会規

則第２３号。以下「委託規則」という ）及び宮城県道路交通規則（平成１３年宮。

城県公安委員会規則第１号。以下「県規則」という ）に定めるもののほか、この。

要領の定めるところによる。

第３ 登録及び登録更新の処理手続

県規則第４２条の規定により登録を受けようとする法人及び登録の更新 以下 登（ 「

録更新」という ）を受けようとする法人から申請を受理する場合の手続は、次の。

とおりとする。

１ 登録及び登録更新の申請の受理

、 （ 「 」登録及び登録更新の申請の受理は 交通部交通指導課長 以下 交通指導課長

という ）が行うものとし、受理に際しては、次の事項に配意すること。。

⑴ 登録及び登録更新の申請は、県規則第４２条第１項の登録（更新）申請書を

提出させ、これを受理すること。

⑵ 受理に当たっては、登録（更新）申請書の各欄の記載事項及び委託規則第２

条第２項の規定により添付された次の書類について確実な点検を行うこと。

ア 法人関係

(ｱ) 定款・寄附行為等

(ｲ) 登記事項証明書

(ｳ) 役員の氏名及び住所を記載した役員名簿（別記様式第１号）

(ｴ) 資器材を保有する旨の誓約書（別記様式第２号）

(ｵ) 欠格事由に該当しない旨の誓約書（別記様式第３号）

(ｶ) 駐車監視員資格者証の写し（２人以上）

(ｷ) 事務所に係る資料

イ 各役員関係

(ｱ) 住民票の写し（住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）第７条第５

号に規定する事項（外国人にあっては、同法第３０条の４５に規定する国

籍等）が記載されたものに限る。以下同じ ）。

(ｲ) 診断書（別記様式第４号）

⑶ 申請の形式上の要件に適合しないと認められる場合には、速やかに、申請者

に対して当該申請の補正を求めること。



⑷ 申請の受理に際しては、言動に十分配意し、申請者との間に無用の紛議を起

こすことのないように配意すること。

２ 登録（更新）申請受理簿への登録

交通指導課長は、登録（更新）申請書が提出された場合は、登録（更新）申請

受理簿（別記様式第５号）に登録するものとする。

３ 欠格事由の調査

⑴ 交通指導課長は、登録及び登録更新の申請に係る法人について、道交法第

５１条の８第３項に規定する欠格事由の有無を登録（更新）申請書の添付書類

により確認するほか、身上調査照会書（別記様式第６号）及び身上調査照会回

答書（別記様式第７号）により関係機関等に対して必要な照会をするなど、確

実な調査を行うこと。

なお、当該法人の役員が外国人の場合は、前科調査について（照会 （別記）

様式第８号）及び前科調査について（回答 （別記様式第９号）により仙台地）

方検察庁に対して照会すること。

、 （ ）⑵ 欠格事由の有無の調査結果については 身元調査報告書 別記様式第１０号

及び調査書（登録・登録更新関係 （別記様式第１１号）を作成すること。）

４ 登録簿への登録

、 、 、交通指導課長は 道交法第５１条の８第３項各号のいずれにも該当せず かつ

道交法第５１条の８第４項各号の全てに適合するときは、県規則第４３条の登録

簿に登録するものとする。

５ 登録通知書及び登録申請に関する通知書の交付

交通指導課長は、登録又は登録更新を申請した法人を登録したときは、直ちに

当該申請者に対してその旨を通知するとともに、速やかに登録通知書（別記様式

第１２号）を交付するものとする。また、登録又は登録更新を申請した法人を登

録しなかったときは、登録申請に関する通知書（別記様式第１３号）により通知

するものとする。

６ 行政手続法の規定に基づく標準処理期間

行政手続法（平成５年法律第８８号）の規定に基づく登録及び登録更新に係る

標準処理期間は、５０日間である。

第４ 適合命令及び登録の取消し

道交法第５１条の９の規定による適合命令（以下「適合命令」という ）及び道。

交法第５１条の１０の規定による登録の取消し（以下「登録の取消し」という ）。

に伴う処理手続は、次のとおりとする。

１ 適合命令

、 （ 「 」 。）交通指導課長は 登録又は登録更新を受けた法人 以下 登録法人 という

に道交法第５１条の８第４項各号のいずれかに適合しない事実が認められた場合

には、当該事実が発生するに至った背景、当該事実の早期是正の見込み等の事情

を勘案して、適合命令の適否について判断し、当該事実に応じた必要な措置を執

るべきことを命ずるときは、適合命令書（別記様式第１４号）により行うものと

する。



なお、道交法第５１条の８第４項各号のいずれかに適合しなくなった事実が判

明した後、当該登録法人が速やかにこれを是正、回復等しようとしており、その

早期是正、回復等が見込まれるときは、適合命令を行わないものとする。

２ 登録の取消し

交通指導課長は、登録法人に道交法第５１条の１０各号のいずれかに該当する

事実が認められた場合には、当該事実が発生するに至った背景、当該事実の是正

の可否、是正の見込み、再発のおそれ、当該登録法人において執られた再発防止

措置その他諸般の事情を勘案して、登録の取消しの適否について判断し、取消し

を行うときは、登録取消処分通知書（別記様式第１５号）により行うとともに、

警察庁及び他都道府県警察に対して登録を取り消した旨を道路交通法第５１条の

１０の規定に基づく登録の取消しについて（通報 （別記様式第１６号）により）

通報するものとする。

なお、登録法人の役員が道交法第５１条の８第３項第２号イからヘまでのいず

れかに該当することとなった場合において、当該登録法人が速やかに当該役員の

解任手続を進めているようなときは、登録の取消しは行わないものとする。

第５ 報告及び検査

道交法第５１条の１１第１項の規定による登録法人に対する報告の要求 以下 報（ 「

」 。） （ 「 」 。）告要求 という 及び検査のための事務所への立入り 以下 立入検査 という

に当たっては、次の事項に十分留意すること。

１ 報告要求及び立入検査は、道交法第５１条の８から第５１条の１０までの規定

の施行に必要な限度内において行うものであり、道交法の目的の範囲内かつ必要

最小限度で行うこと。

２ 立入検査は、犯罪捜査の目的や道交法の施行に無関係な他の行政目的で行うこ

とはできない。

３ 立入検査を行う警察官は、警察手帳を携帯し、関係者から請求があるときは、

これを提示しなければならない。

第６ 駐車監視員資格者講習の告示

交通指導課長は、委託規則第６条の規定する駐車監視員資格者講習（以下「駐車

監視員資格者講習」という ）を行おうとするときは、当該駐車監視員資格者講習。

の期日の３０日前までに、次に掲げる事項を宮城県公報により告示するほか、県政

だより、宮城県警察ホームページ等の公的広報媒体に登載するものとする。

１ 駐車監視員資格者講習の期日及び場所

２ 受講手続に関する事項

３ 申込期日

４ その他駐車監視員資格者講習の実施に関し必要な事項

第７ 受講の申込み

委託規則第７条第１項の規定による駐車監視員資格者講習の受講の申込みを受理

する場合の手続は、次のとおりとする。

１ 駐車監視員資格者講習受講申込書の受理

、 、駐車監視員資格者講習の受講の申込みの受理は 交通指導課長が行うものとし



受理に際しては次の事項に配意すること。

⑴ 受講の申込みは、県規則第４５条第１項の駐車監視員資格者講習受講申込書

（以下「受講申込書」という ）を提出させ、これを受理すること。。

、 （ 「 」 。）⑵ 受講申込書の受理窓口は 交通部交通指導課 以下 交通指導課 という

とする。

⑶ 受講申込書の提出方法は、直接受理窓口への提出又は郵送での提出とする。

⑷ 郵送による提出は、申込み締切日の消印までを有効とする。

２ 駐車監視員資格者講習受講申込受理簿への登録

受講申込書を受理した交通指導課長は、駐車監視員資格者講習受講申込受理簿

（別記様式第１７号）への登録を行うものとする。

３ 駐車監視員資格者講習受講票の送付

講習を受けようとする者に対し、駐車監視員資格者講習受講票（別記様式第

１８号）を送付するものとする。

第８ 駐車監視員資格者講習の講習事項等

駐車監視員資格者講習の講習事項等については、委託規則第８条に規定するとこ

ろによるほか、細部事項等については別に定める。

第９ 認定審査の申請等

委託規則第１０条第２項に規定する認定の審査（以下「認定審査」という ）の。

申請（以下「認定申請」という ）の受理は、交通指導課長が行うものとし、受理。

に際しては次の事項に配意すること。

１ 認定申請の受理

⑴ 認定申請は、県規則第４６条第１項の認定申請書（以下「認定申請書」とい

う ）を提出させ、これを受理すること。。

⑵ 受理に当たっては、認定申請書の各欄の記載事項及び委託規則第１０条第３

項の規定により添付された委託規則第１０条第１項各号のいずれかに該当する

者であることを証する書面の確認を行うこと。

⑶ 認定申請書の受理窓口は、交通指導課とする。

⑷ 認定申請書の提出方法は、直接受理窓口への提出又は郵送での提出とする。

２ 認定申請受理簿への登録

認定申請書を受理した交通指導課長は、認定申請受理簿（別記様式第１９号）

への登録を行うものとする。

３ 駐車監視員資格者認定考査受検票の送付

認定を受けようとする者に対し、駐車監視員資格者認定考査受検票（別記様式

第２０号）を送付するものとする。

４ 駐車監視員資格者講習の修了考査と認定審査を併せて行う場合

駐車監視員資格者講習の修了考査と認定審査を同一の日に行う場合は、当該日

の３０日前までに、次に掲げる事項を宮城県公報により告示するほか、県政だよ

り、宮城県警察ホームページ等の公的広報媒体に登載するものとする。

⑴ 駐車監視員資格者講習の修了考査及び認定審査の期日及び場所

⑵ 認定の要件



⑶ 添付書類

⑷ 申込期日

第１０ 認定審査の実施

認定審査は、委託規則第１０条第１項の「その技能及び知識を審査して行う」と

の規定に基づき、駐車監視員資格者講習における修了考査と同程度の難易度の考査

を実施して行うこととする。

第１１ 駐車監視員資格者講習修了証明書及び認定書の再交付

１ 駐車監視員資格者講習修了証明書（認定書）再交付申請書の受理

委託規則第９条第２項の規定による駐車監視員資格者講習修了証明書の再交付

の申請及び委託規則第１０条第５項の規定による認定書の再交付の申請の受理は

交通指導課長が行うものとし、受理に際しては次の事項に配意すること。

⑴ 再交付の申請は、県規則第４７条の駐車監視員資格者講習修了証明書（認定

書）再交付申請書（以下この第１１において「再交付申請書」という ）を提。

出させ、これを受理すること。

⑵ 再交付申請書の受理窓口は、交通指導課とする。

⑶ 再交付申請書の提出方法は、直接受理窓口への提出とする。

⑷ 受理に当たっては、受講申込書又は認定申請書に貼付してある写真、運転免

許証等により本人であることを確実に確認すること。

２ 駐車監視員資格者講習修了証明書（認定書）再交付申込受理簿への登録

再交付申込書を受理した交通指導課長は 駐車監視員資格者講習修了証明書 認、 （

定書）再交付申込受理簿（別記様式第２１号）への登録を行うものとする。

３ 再交付に係る証明書等の交付

再交付に係る駐車監視員資格者講習修了証明書及び認定書（以下「証明書等」

という ）の交付は、原則として申請者に直接交付するものとする。ただし、遠。

距離その他の事由により直接交付することができない場合は、郵送等により対応

することとするが、その費用については当該申請者の負担によるものとする。

４ 亡失した証明書等を発見し、又は回復したときの措置の指導

証明書等の再交付を受けた後において亡失した証明書等を発見し、又は回復し

たときは、速やかに、発見し、又は回復した証明書等を交通指導課長に届出し、

返納するよう指導するものとする。

第１２ 駐車監視員資格者証の交付の申請

委託規則第１１条第１項の規定による駐車監視員資格者証の交付の申請を受理す

る場合の手続は、次のとおりとする。

１ 駐車監視員資格者証交付申請書の受理

駐車監視員資格者証の交付の申請の受理は、交通指導課長が行うものとし、受

理に際しては次の事項に配意すること。

⑴ 交付の申請は、県規則第４８条第１項の駐車監視員資格者証交付申請書（以

下「駐車監視員資格者証交付申請書」という ）を提出させ、これを受理する。

こと。

⑵ 受理に当たっては、駐車監視員資格者証交付申請書の各欄の記載事項及び委



託規則第１１条第２項の規定により添付された次の書類について確実な点検を

行うこと。

ア 修了証明書又は認定書

イ 住民票の写し

ウ 診断書

エ 誓約書

オ 写真２枚（駐車監視員資格者証交付申請書に貼付した写真１枚を含む ）。

⑶ 交付申請書の受理窓口は、交通指導課とする。

⑷ 交付申請書の提出方法は、直接受理窓口への提出又は郵送での提出とする。

２ 駐車監視員資格者証交付申請受理簿への登録

交通指導課長は、駐車監視員資格者証交付申請書が提出された場合は、駐車監

視員資格者証交付申請受理簿（別記様式第２２号）に登録するものとする。

３ 欠格事由の調査

⑴ 交通指導課長は、駐車監視員資格者証の交付の申請に係る者について、道交

法第５１条の１３第１項第２号に規定する欠格事由の有無を駐車監視員資格者

証交付申請書の添付書類により確認するほか、身上調査照会書等により関係機

関等に対して必要な照会をするなど、確実な調査を行うとともに、他都道府県

警察からの通報により把握すること。

⑵ 欠格事由の有無の調査結果については、身元調査報告書（駐車監視員資格者

証関係 （別記様式第２３号）及び調査書（駐車監視員資格者証関係 （別記様） ）

式第２４号）を作成するものとする。

４ 駐車監視員資格者証交付者名簿への登録

交通指導課長は、道交法第５１条の１３第１項各号のいずれにも該当するとき

、 （ ） 。は 駐車監視員資格者証交付者名簿 別記様式第２５号 に登録するものとする

５ 駐車監視員資格者証の交付

交通指導課長は、駐車監視員資格者証交付者名簿に登録したときは、直ちに申

請者に対してその旨を通知するとともに、速やかに駐車監視員資格者証を交付す

るものとする。また、駐車監視員資格者証交付者名簿に登録しなかった場合は、

交付申請に関する通知書（別記様式第２６号）により通知するものとする。

６ 行政手続法の規定に基づく標準処理期間

行政手続法の規定に基づく駐車監視員資格者証の交付に係る標準処理期間は、

３０日間である。

第１３ 駐車監視員資格者証の書換え交付及び再交付

委託規則第１３条第１項の規定による駐車監視員資格者証の書換え交付の申請及

び委託規則第１３条第２項の規定による駐車監視員資格者証の再交付の申請を受理

する場合の手続は、次のとおりとする。

１ 駐車監視員資格者証の書換え交付及び再交付の申請の受理

駐車監視員資格者証の書換え交付及び再交付の申請の受理は、交通指導課長が

行うものとし、受理に際しては次の事項に配意すること。

⑴ 書換え交付の申請は県規則第５０条第１項の駐車監視員資格者証書換え交付



申請書（以下「書換え交付申請書」という。）を、再交付の申請は県規則第

５０条第２項の駐車監視員資格者証再交付申請書 以下この第１３において 再（ 「

交付申請書」という ）を提出させ、これを受理すること。。

⑵ 受理に当たっては、書換え交付申請書及び再交付申請書の各欄の記載事項、

添付写真等について確実な点検を行うこと。

⑶ 書換え交付申請書及び再交付申請書の受理窓口は、交通指導課とする。

⑷ 書換え交付申請書及び再交付申請書の提出方法は、直接受理窓口への提出と

する。

２ 駐車監視員資格者証書換え交付申請受理簿等への登録

交通指導課長は、書換え交付申請書が提出された場合は駐車監視員資格者証書

換え交付申請受理簿（別記様式第２７号）に、再交付申請書が提出された場合は

駐車監視員資格者証再交付申請受理簿（別記様式第２８号）に登録するものとす

る。

３ 行政手続法の規定に基づく標準処理期間

行政手続法の規定に基づく駐車監視員資格者証の書換え交付及び再交付に係る

標準処理期間は、１４日間である。

４ 亡失した駐車監視員資格者証を発見し、又は回復したときの措置の指導

駐車監視員資格者証の再交付を受けた後において亡失した駐車監視員資格者証

を発見し、又は回復したときは、速やかに、発見し、又は回復した駐車監視員資

格者証を交通指導課長に届出し、返納するよう指導するものとする。

第１４ 駐車監視員資格者証の返納命令

（ 「 」委託規則第１４条の規定により駐車監視員資格者証の返納命令 以下 返納命令

という ）を行う場合の手続は、次のとおりとする。。

１ 返納命令は、駐車監視員資格者証返納命令書（別記様式第２９号）により行う

ものとする。

２ 返納命令を行った場合は、駐車監視員資格者証返納命令管理簿（別記様式第

３０号）に登録するとともに、道路交通法第５１条の１３第２項の規定に基づく

返納命令について（通報 （別記様式第３１号）により、警察庁及び他都道府県）

警察に対し返納を命じたことを通報するものとする。

第１５ 手数料の取扱い

登録、登録更新、駐車監視員資格者講習の受講及び認定審査並びに駐車監視員資

格者証の交付書換え交付及び再交付の申請を受理する場合は、公安委員会関係手数

料条例（平成１２年宮城県条例第２１号）で定める手数料を県の発行する収入証紙

により徴収するものとする。この場合において、交通指導課長は、手数料として徴

収する券面の収入証紙がそれぞれの申請書の裏面下部の余白に貼付されていること

を確認の上受理し、証紙規則（昭和３９年宮城県規則第３３号）第５条第１項の指

定職員等に消印させるとともに、証紙規則第１９条第１項の証紙貼用実績簿に登載

して整理しておくものとする。



別記様式第１号

役 員 名 簿

（ふりがな）
所在地

法人名称

役 職 名 氏 名 生 年 月 日 住 所番号
（ ふ り が な ）

1 年 月 日

2

3

4
役

5

6

7

8

9

10
員

11

12

13

14

15

注１ 番号１の欄には代表者について記載すること。
２ 所定の欄に記載し得ないときは、別紙に記載の上、これを添付すること。



別記様式第２号

誓 約 書

当法人は、車両、携帯電話用装置その他の無線通話装置、地図、写真機及び電子

計算機を用いて確認事務を行うものであることを誓約します。

宮城県公安委員会 殿

年 月 日

（主たる事務所の所在地）

（名 称）

㊞（代 表 者 の 氏 名）



別記様式第３号

誓 約 書

当法人は、道路交通法（昭和３５年法律第１０５号）第５１条の８第３項各号に

規定する次のいずれにも該当しないことを誓約します。

１ 道路交通法第５１条の１０の規定により登録を取り消され、その取消しの日か

ら起算して２年を経過しない法人

２ 役員（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいい、相

談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、法人に対し業務を

執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有す

るものと認められる者を含む ）のうち次のいずれかに該当する者のある法人。

⑴ 破産手続開始の決定を受けて復権を得ないもの

⑵ 禁錮以上の刑に処せられ、又は道路交通法第１１９条の２第１項第３号に規

定する罪を犯して刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることが

なくなった日から起算して２年を経過しない者

⑶ 集団的に又は常習的に確認事務の委託の手続等に関する規則（平成１６年国

家公安委員会規則第２３号）第３条各号に規定する罪のいずれかに当たる行為

を行うおそれがあると認めるに足りる相当な理由がある者

⑷ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）

第１２条若しくは第１２条の６の規定による命令又は同法第１２条の４第２項

の規定による指示を受けた者であって、当該命令又は指示を受けた日から起算

して２年を経過しないもの

⑸ アルコール、麻薬、大麻、あへん又は覚醒剤の中毒者

⑹ 精神機能の障害により確認事務を適正に行うに当たって必要な認知、判断及

び意思疎通を適切に行うことができない者

宮城県公安委員会 殿

年 月 日

（主たる事務所の所在地）

（名 称）

㊞（代 表 者 の 氏 名）



別記様式第４号

診 断 書

住 所

氏 名

上記の者は、

１ アルコール、麻薬、大麻、あへん又は覚醒剤の

中毒者に該当しない旨

２ 精神機能の障害により確認事務を適正に行うに

当たって必要な認知、判断及び意思疎通を適切に

らか行うことができない者に該当しないことが明

である旨

を診断します。

年 月 日

病院所在地

病 院 名

㊞医 師



別記様式第５号

登 録 （ 更 新 ） 申 請 受 理 簿

受 理 番 号

受 理 年 月 日 年 月 日

法 人 名 称

（ 代 表 者 ）

可

添 付 書 類

否（ ）

照 会 年 月 日 年 月 日

身 上 照 会

回 答 年 月 日 年 月 日

身元調査報告書 作成 年 月 日

欠 格 事 由 調 査

調 査 書 作成 年 月 日

年 月 日公安委員会報告年月日

有 無 登録番号 登録年月日 登録通知年月日

登 録 簿 登 載 有・無 № ． ． ． ．

登録通知書交付年月日 年 月 日

登録申請に関する
年 月 日

通 知 年 月 日

適合命令通知年月日 年 月 日

年 月 日登録取消し通知年月日

備 考

,申請受理担当者



別記様式第６号

第 号

年 月 日

市 区 町 村 長 殿

宮城県警察本部交通部

交 通 指 導 課 長

身 上 調 査 照 会 書

本 籍

（ふりがな）

氏 名

生年月日 年 月 日生

第 ５ １ 条 の ８ に 規 定 す る 登 録

上記の者は、道路交通法

第５１条の１３の規定による駐車監視員資格者証の交付

に際し、同条の規定に基づき身上調査の必要がありますので、別記事項を調査し、該

当欄に記入の上、回答願いたく照会します。

なお、本籍、氏名等に多少の相違がありましても該当すると思われる場合には、上

記に準じて調査をお願いします。また、転籍している場合は該当する市区町村長に回

送を、在籍していない場合はその旨を記入の上、回答をお願いします。

〒 －

所 在 地

担当者の

課・係 課 係 担当者印

氏 名

電話番号 （ ） － 内線



別記様式第７号

身 上 調 査 照 会 回 答 書

年 月 日

宮城県警察本部

交通指導課長 殿交通部

市 区 町 村 長

次の者に係る 年 月 日付け身上調査照会について、次の

。とおり回答します

※ 本 籍

（ふりがな）

※ 氏 名

※ 生年月日 年 月 日生

上 記 の う ち
訂 正 す べ き
事 項

言 渡 確 定 刑 名 恩赦又は刑
裁 判 所 罪 名 刑 期 の執行停止

年 月 日 年 月 日 金 額 の 有 無

前 科

破 産 の
有 無

（戸籍筆頭者氏名）
備 考

※照会担当者名 係 市区町村取扱担当者

注 ※印の欄は、照会担当者において記入します。



別記様式第８号

宮本指第 号

年 月 日

仙 台 地 方 検 察 庁 殿

宮城県警察本部

交通部交通指導課長 印

前 科 調 査 に つ い て （ 照 会 ）

国籍

（法人の場合は、本店所在地）

氏名（商号 、性別）

生年月日（設立年月日）

年 月 登録（記号） 第 号外国人登録番号 B

第 ５ １ 条 の ８ に 規 定 す る 登 録 （ 更 新 ）
上記の者は、道路交通法

第５１条の１３の規定による駐車監視員資格者証の交付

に際し、同条の規定に基づく前科調査の必要がありますので、照会事項を調査し、

該当欄に記入の上、回答願いたく照会します。



別記様式第９号

年 月 日

宮城県警察本部

交通部交通指導課長 殿

仙台地方検察庁検察事務官

前 科 調 査 に つ い て （ 回 答 ）

照会書記載の者に係る前科について、下記のとおり回答します。

記

１ 該当者は見当たらない。

２ 該当事項は見当たらない。

３ 該当あり次のとおり。

※国籍
（ 、 ）法人の場合は 本店所在地

訂正

※氏名、生年月日
（商号、設立年月日）

訂正

※外国人登録番号

恩赦、刑の
刑 名

執行停止の
言渡年月日 確定年月日 裁 判 所 罪 名 刑 期

有無等刑終
罰 金 額

了の日

前科



別記様式第１０号

身 元 調 査 報 告 書

法 人 の 名 称

事 務 所 の 所 在 地

犯 罪 歴 暴力団関係の有無 法第５１

役 職 条の８第

氏 名 検 挙 処分年月日 ３項該当
罪 名 検挙署 団体名 地 位

年月日 内 容 の有無



別記様式第１１号

調 査 書（登録・登録更新関係）

法 人 の 名 称

事 務 所 の 所 在 地

電話 （ ）

代 表 者 の 氏 名

生 年 月 日 年 月 日生

本 籍

住 所

電話 （ ）

道交法第５１条の８第３項該当の有無

第 １ 号 該 当 の 有 無 有 ・ 無

第２号イ該当の有無 有 ・ 無

第２号ロ該当の有無 有 ・ 無

第２号ハ該当の有無 有 ・ 無

第２号ニ該当の有無 有 ・ 無

第２号ホ該当の有無 有 ・ 無

第２号ヘ該当の有無 有 ・ 無

道交法第５１条の８第４項該当の有無

第 １ 号 該 当 の 有 無 有 ・ 無

第 ２ 号 該 当 の 有 無 有 ・ 無

第 ３ 号 該 当 の 有 無 有 ・ 無

そ の 他 参 考 事 項



別記様式第１２号

宮公委第 号

登 録 通 知 書

（主たる事務所の所在地）

（名 称）

（代 表 者 の 氏 名） 殿

第 １ 項 に 規 定 す る 登 録
道路交通法第５１条の８ を行い、下記のとおり登録

第６項に規定する登録の更新

簿に登載したので通知します。

登録年月日 年 月 日（有効期限 年 月 日）

登 録 番 号 第 号

（注 登録の更新は、有効期限の 月前から 月前までの間に申請してください ）。

年 月 日

宮 城 県 公 安 委 員 会



別記様式第１３号

宮公委第 号

登 録 申 請 に 関 す る 通 知 書

（主たる事務所の所在地）

（名 称）

（代 表 者 の 氏 名） 殿

第 １ 項 に 規 定 す る 登 録
年 月 日付けの道路交通法第５１条の８

第６項に規定する登録の更新

の申請については、次の理由により登録（更新）しないこととしたので通知します。

理 由

この処分に不服があるときは、この通知を受けた日の翌日から起算して３か月以内に宮

城県公安委員会（宮城県警察本部交通部交通指導課経由）に対して、審査請求をすること

ができます（なお、処分の通知を受けた日から３か月以内であっても、処分の日から１年

を経過すると審査請求をすることができなくなります 。。）

処分の取消しの訴え（取消訴訟）は、この処分の通知を受けた日の翌日から起算して６

か月以内に、宮城県を被告として（訴訟において宮城県を代表する者は、宮城県公安委員

会となります 、提訴しなければなりません（なお、処分の通知を受けた日から６か月以。）

内であっても、処分の日から１年を経過すると処分の取消しの訴えを提訴することができ

なくなります 。ただし、処分の通知を受けた日の翌日から起算して３か月以内に審査請。）

求をした場合には、処分の取消しの訴えは、その審査請求に対する裁決の送達を受けた日

の翌日から起算して６か月以内に提訴しなければならないこととされています。

年 月 日

宮 城 県 公 安 委 員 会



別記様式第１４号

宮公委第 号

適 合 命 令 書

（主たる事務所の所在地）

（名 称）

（代 表 者 の 氏 名） 殿

道路交通法第５１条の９の規定により、次の措置を執ることを命ずる。

措 置

この処分に不服があるときは、この通知を受けた日の翌日から起算して３か月以内に宮城県

公安委員会（宮城県警察本部交通部交通指導課経由）に対して、審査請求をすることができま

す（なお、処分の通知を受けた日から３か月以内であっても、処分の日から１年を経過すると

審査請求をすることができなくなります 。。）

処分の取消しの訴え（取消訴訟）は、この処分の通知を受けた日の翌日から起算して６か月

以内に、宮城県を被告として（訴訟において宮城県を代表する者は、宮城県公安委員会となり

ます 、提訴しなければなりません（なお、処分の通知を受けた日から６か月以内であっても、。）

処分の日から１年を経過すると処分の取消しの訴えを提訴することができなくなります 。た。）

だし、処分の通知を受けた日の翌日から起算して３か月以内に審査請求をした場合には、処分

の取消しの訴えは、その審査請求に対する裁決の送達を受けた日の翌日から起算して６か月以

内に提訴しなければならないこととされています。

年 月 日

宮 城 県 公 安 委 員 会



別記様式第１５号

宮公委第 号

登録取消処分通知書

（主たる事務所の所在地）

（名 称）

（代 表 者 の 氏 名） 殿

道路交通法第５１条の１０の規定により、登録（登録番号第 号）

を取り消したので通知する。

理 由

この処分の取消しの訴え（取消訴訟）は、この処分の通知を受けた日の翌日から起算し

て６か月以内に、宮城県を被告として（訴訟において宮城県を代表する者は、宮城県公安

委員会となります 、提起しなければなりません（なお、処分の通知を受けた日から６か。）

月以内であっても、処分の日から１年を経過すると処分の取消しの訴えを提起することが

できなくなります 。。）

年 月 日

宮 城 県 公 安 委 員 会



別記様式第１６号

宮本指第 号

年 月 日

警察庁交通局交通指導課長

警 視 庁 交 通 部 長 殿

各 道 府 県 警 察 本 部 長

宮 城 県 警 察 本 部 長

道路交通法第５１条の１０の規定に基づく登録の取消しについて（通報）

下記の法人に係る道路交通法第５１条の８の規定による登録を同法第５１条の１０の

規定により下記のとおり取消したので通報する。

記

（ふりがな）

１ 法人の名称

（ふりがな）

２ 代表者氏名

３ 主たる事務所の所在地

４ 登録番号

５ 取消し年月日

６ 取消し理由

（ ）担当 課 係 警電 －



別記様式第１７号

駐 車 監 視 員 資 格 者 講 習 受 講 申 込 受 理 簿

受理番号 受 理 番 号 申込者の氏名・住所・生年月日 申請書類の 受講票郵送 受 理 備 考
指 定 年 月 日 受理年月日 年 月 日 担当者

年 月 日 年 月 日
年 月 日 年 月 日生

（ 歳）

年 月 日 年 月 日
年 月 日 年 月 日生

（ 歳）

年 月 日 年 月 日
年 月 日 年 月 日生

（ 歳）

年 月 日 年 月 日
年 月 日 年 月 日生

（ 歳）

年 月 日 年 月 日
年 月 日 年 月 日生

（ 歳）



別記様式第１８号

※ 受講番号

駐車監視員資格者講習受講票

（ふりがな）

氏 名 （男・女）

生年月日 年 月 日生

項 目 日 時 検印

※ 受付時間 各日 時 分から 時 分までの間

※ 講習日① 年 月 日 時 分 開始

※ 講習日② 年 月 日 時 分 開始

※ 考査日③ 年 月 日 時 分 開始

※ 場所

（略 図）



別記様式第１９号
認 定 申 請 受 理 簿

受理番号 受 理 番 号 申込者の住所・氏名・生年月日 申請書類の 受検票郵送 受 理 備 考
指 定 年 月 日 受理年月日 年 月 日 担当者

年 月 日 年 月 日
年 月 日 年 月 日生

（ 歳）

年 月 日 年 月 日
年 月 日 年 月 日生

（ 歳）

年 月 日 年 月 日
年 月 日 年 月 日生

（ 歳）

年 月 日 年 月 日
年 月 日 年 月 日生

（ 歳）

年 月 日 年 月 日
年 月 日 年 月 日生

（ 歳）



別記様式第２０号

※ 受検番号

駐車監視員資格者認定考査受検票

（ふりがな）

氏 名 （男・女）

生年月日 年 月 日生

項 目 日 時 検印

※ 受付時間 時 分から 時 分までの間

※ 認定考査 年 月 日 時 分 開始

※ 場所

（略 図）



別記様式２１号

駐車監視員資格者講習修了証明書（認定書）再交付申込受理簿

受 理 受 理 申 請 者 住 所 修了証明認（
受講年月日 再交付年月日 本人確認手段 担当者

番 号 月 日 申 請 者 名 定）書番号

□ 免許証
□ その他

（ ）

□ 免許証
□ その他

（ ）

□ 免許証
□ その他

（ ）

□ 免許証
□ その他

（ ）

□ 免許証
□ その他

（ ）

□ 免許証
□ その他

（ ）

□ 免許証
□ その他

（ ）



別記様式第２２号

駐 車 監 視 員 資 格 者 証 交 付 申 請 受 理 簿

受 理 受 理 申 請 者 住 所 身上照会 身上照会 公安委員会 備 考
番 号 月 日 申 請 者 名 照会月日 回答月日 報 告 月 日

身元調査報告書作成月日

調 査 書 作 成 月 日

身元調査報告書作成月日

調 査 書 作 成 月 日

身元調査報告書作成月日

調 査 書 作 成 月 日

身元調査報告書作成月日

調 査 書 作 成 月 日

身元調査報告書作成月日

調 査 書 作 成 月 日

身元調査報告書作成月日

調 査 書 作 成 月 日

身元調査報告書作成月日

調 査 書 作 成 月 日



別記様式第２３号

身 元 調 査 報 告 書（駐車監視員資格者証関係）

氏 名

住 所

道 交 法 第 ５犯 罪 歴 暴力団関係の有無

１ 条 の １ ３

第 １ 項 第 ２
罪 名 検挙年月日 検挙署 団体名 地 位

処分年月日

号 該 当 の 有内 容

無



別記様式第２４号

調 査 書（駐車監視員資格者証関係）

氏 名

生 年 月 日 年 月 日生（ 歳）

本 籍

住 所

電話 （ ）

講習修了証明書、認定書 講 習 修 了 証 明 書 ・ 認 定 書

交付番号等 第 号

年 月 日

公安委員会

道交法第５１条の１３第１項第２号イ該当の有無

無・有（ ）

道交法第５１条の１３第１項第２号ロ該当の有無

第２号イ該当の有無 無・有（ ）

法

第 第２号ロ該当の有無 無・有（ ）

51

条 第２号ハ該当の有無 無・有（ ）

の

８ 第２号ニ該当の有無 無・有（ ）

第

３ 第２号ホ該当の有無 無・有（ ）

項

第２号ヘ該当の有無 無・有（ ）

道交法第５１条の１３第１項第２号ハ該当の有無

無・有（ ）

そ の 他 参 考 事 項

注 講習修了証明書又は認定書のいずれかを○で囲むこと。



別記様式第２５号

駐 車 監 視 員 資 格 者 証 交 付 者 名 簿

交 付 内 容 特記事項

資格者証番号 本 籍

〒 － 都道府県
住 所

ふりがな交付年月日
（ ）年 氏 名 男・女

月 日 生年月日 年 月 日生

連絡先 （ ） － （自宅・携帯）修了証明（認定）書番号

資格者証番号 本 籍

〒 － 都道府県
住 所

ふりがな交付年月日
（ ）年 氏 名 男・女

月 日 生年月日 年 月 日生

連絡先 （ ） － （自宅・携帯）修了証明（認定）書番号

資格者証番号 本 籍

〒 － 都道府県
住 所

ふりがな交付年月日
（ ）年 氏 名 男・女

月 日 生年月日 年 月 日生

連絡先 （ ） － （自宅・携帯）修了証明（認定）書番号

資格者証番号 本 籍

〒 － 都道府県住 所

ふりがな交付年月日
（ ）年 氏 名 男・女

月 日 生年月日 年 月 日生

連絡先 （ ） － （自宅・携帯）修了証明（認定）書番号

資格者証番号 本 籍

〒 － 都道府県
住 所

ふりがな交付年月日
（ ）年 氏 名 男・女

月 日 生年月日 年 月 日生

（ ） （ ）修了証明（認定）書番号 連絡先 － 自宅・携帯

備考 特記事項には、再交付歴、返納命令歴等を記載すること。



別記様式第２６号

宮公委第 号

交 付 申 請 に 関 す る 通 知 書

住 所

氏 名 殿

年 月 日付けの道路交通法第５１条の１３第１項に規定する駐車監視

員資格者証の交付申請については、次の理由により交付しないこととしたので通知し

ます。

理 由

この処分に不服があるときは、この通知を受けた日の翌日から起算して３か月以内に宮城県公安

（ ） 、 （ 、委員会 宮城県警察本部交通部交通指導課経由 に対して 審査請求をすることができます なお

処分の通知を受けた日から３か月以内であっても、処分の日から１年を経過すると審査請求をする

ことができなくなります 。。）

処分の取消しの訴え（取消訴訟）は、この処分の通知を受けた日の翌日から起算して６か月以内

に、宮城県を被告として（訴訟において宮城県を代表する者は、宮城県公安委員会となります 、。）

提訴しなければなりません（なお、処分の通知を受けた日から６か月以内であっても、処分の日か

ら１年を経過すると処分の取消しの訴えを提訴することができなくなります 。ただし、処分の。）

、 、通知を受けた日の翌日から起算して３か月以内に審査請求をした場合には 処分の取消しの訴えは

その審査請求に対する裁決の送達を受けた日の翌日から起算して６か月以内に提訴しなければなら

ないこととされています。

年 月 日

宮 城 県 公 安 委 員 会



別記様式第２７号
駐 車 監 視 員 資 格 者 証 書 換 え 交 付 申 請 受 理 簿

資格者証番号 書替え交付 通 知 受 理 備 考
受理番号 申込者の氏名・住所・生年月日 書 換 事 項交 付 年 月 日 年月日等 年月日 担当者

旧 年
月 日

年 月 日 年 月 日生 新 交 付 番 号
（ 歳） 第 号

旧 年
月 日

年 月 日 年 月 日生 新 交 付 番 号
（ 歳） 第 号

旧 年
月 日

年 月 日 年 月 日生 新 交 付 番 号
（ 歳） 第 号

旧 年
月 日

年 月 日 年 月 日生 新 交 付 番 号
（ 歳） 第 号

旧 年
月 日

年 月 日 年 月 日生 新 交 付 番 号
（ 歳） 第 号



別記様式第２８号
駐 車 監 視 員 資 格 者 証 再 交 付 申 請 受 理 簿

受理番号 備 考資格者証番号 再 交 付 通 知 受 理
申請者の氏名・住所・生年月日 申請理由交 付 年 月 日 年月日等 年月日 担当者

・亡失 年
・滅失 月 日
・汚損

年 月 日 年 月 日生 ・破損 交 付 番 号
（ 歳） ・その他 第 号（ ）

・亡失 年
・滅失 月 日
・汚損

年 月 日 年 月 日生 ・破損 交 付 番 号
（ 歳） ・その他 第 号（ ）

・亡失 年
・滅失 月 日
・汚損

年 月 日 年 月 日生 ・破損 交 付 番 号
（ 歳） ・その他 第 号（ ）

・亡失 年
・滅失 月 日
・汚損

年 月 日 年 月 日生 ・破損 交 付 番 号
（ 歳） ・その他 第 号（ ）

・亡失 年
・滅失 月 日
・汚損

年 月 日 年 月 日生 ・破損 交 付 番 号
（ 歳） ・その他 第 号（ ）

注 備考の欄には、汚損又は破損した資格者証の返還状況等について記載すること。



別記様式第２９号

第 号

駐車監視員資格者証返納命令書

（住所）

（氏名） 殿

道路交通法第５１条の１３第２項の規定により、駐車監視員資格者証（第 号）

の返納を命ずる。

理 由

この返納命令書の交付を受けた者は、その交付の日から１０日以内に当該駐車監視員

資格者証を当該返納命令書を交付した公安委員会に返納しなければならない。

なお、この処分の取消しの訴え（取消訴訟）は、この処分の通知を受けた日の翌日か

ら起算して６か月以内に、宮城県を被告として（訴訟において宮城県を代表する者は、

宮城県公安委員会となります 、提起しなければなりません（なお、処分の通知を受け。）

た日から６か月以内であっても、処分の日から１年を経過すると処分の取消しを提起す

ることができなくなります 。。）

年 月 日

宮 城 県 公 安 委 員 会



別記様式第３０号

駐 車 監 視 員 資 格 者 証 返 納 命 令 管 理 簿

受理番号 返納者の氏名・住所・生年月日 資格者証番号 命令年月日 返納理由 担当者 備 考



別記様式第３１号

宮本指第 号

年 月 日

警察庁交通局交通指導課長

警 視 庁 交 通 部 長 殿

各 道 府 県 警 察 本 部 長

宮 城 県 警 察 本 部 長

道路交通法第５１条の１３第２項の規定に基づく返納命令について（通報）

下記の者に係る駐車監視員資格者証については、道路交通法第５１条の１３第２項の

規定によりその返納を命じたので通報する。

記

（ふりがな）

１ 氏 名

２ 生年月日

３ 住所

４ 資格者証番号

５ 命令年月日

６ 理 由

（ ）担当 課 係 警電 －


